
災害時における応急生活物資供給等の協力に関する協定書 
 
（趣 旨） 
第 1 条 この協定は、大分市内に地震、風水害その他による災害が発生し、又は発生のおそ

れがある場合（以下「災害時」という。）に、大分市（以下「甲」という。）と株式会社ナ
フコ（以下「乙」という。）とが、相互に協力して災害時の被災市民の応急生活物資の確
保を図るため、その供給等の協力に関する事項について定めるものとする。 

 
（協力事項の発動） 
第 2 条 この協定に定める災害時の協力事項は、原則として甲が大分市災害対策本部を設

置し、乙に対して要請を行ったときをもって発動する。 
 
（応急生活物資供給の協力要請） 
第 3 条 災害時において甲が応急生活物資を必要とするときは、甲は、乙に対し乙の保有商

品の供給について協力を要請することができる。 
 
（応急生活物資供給の協力実施） 
第 4 条 乙は、前条の規定により甲から要請を受けたときは、保有商品の優先供給及び運搬

に対する協力等に積極的に努めるものとする。 
 
（応急生活物資） 
第 5 条 甲が乙に要請する災害時の応急生活物資は、被害の状況に応じ、原則として別表 1

のとおり指定する。 
 
（応急生活物資の要請手続等） 
第 6 条 甲の乙に対する要請手続は、文書をもって行うものとする。ただし、緊急を要する

ときは口頭又は電話等をもって要請し、事後文書を提出するものとする。 
2 甲と乙は、連絡体制、連絡方法、連絡手段等について支障を来たさないよう常に点検、

改善に努めるものとする。 
 
（応急生活物資の運搬） 
第 7 条 応急生活物資の運搬は、甲又は乙の指定する者が行うものとする。また、甲は必要

に応じて乙に対して運搬の協力を求めることができる。 
 
（費 用） 
第 8 条 第 4 条及び第 7 条の規定により乙が供給した商品の対価及び乙が行った運搬等の

費用については甲が負担するものとする。 
2 前項に規定する費用は、乙が保有商品の優先供給及び運搬終了後、乙の提出する出荷確

認書等に基づき、災害時直前における適正価格を基準として、甲乙協議のうえ決定するも
のとする。 

 
（生活物資の安定供給） 
第 9 条 乙は、災害時にその組織、施設及び機能を最大限に活用し、市民に対する生活物資

の安定供給に努力し、甲はそれに協力するものとする。 
 



（その他必要な支援） 
第 10 条 この協定に定める事項のほか、生活物資等について被災者への支援が必要な場合

は、甲乙協議の上決定するものとする。 
 
（協 議） 
第 11 条 この協定に定める事項を円滑に推進するため、甲と乙は、定期的に協議を行うも

のとする。 
 
（雑 則） 
第 12 条 この協定の実施に関して必要な事項は、甲と乙が協議して定める。 
 
（効 力） 
第 13 条 この協定は令和２年１０月２８日から適用する。 
 
 
 この協定の成立を証するため、本協定書 2 通を作成し当事者記名押印のうえ各 1 通を保
有する。 
 
令和２年１０月２８日 
 
                    
            甲 大分県大分市荷揚町２番３１号 
                  

大分市                      
 
              大分市⾧  佐 藤 樹 一 郎 
 
 
 
            乙 福岡県北九州市小倉北区魚町２丁目６番１０号 
                  

株式会社ナフコ 
                  

代表取締役  石 田 卓 巳 
 
 
  



（別表 1）災害時応急生活物資 

分 類 品   種 

作業関係 

作業シート、標識ロープ、ヘルメット、防塵マスク、簡易マスク、 
⾧靴、軍手、ゴム手袋、皮手袋、雨具、土のう袋、ガラ袋、 
スコップ、ホースリール、つるはし、バール、ハンマー、のこぎり、
鍬、チェーンソー、電動ハンマードリル、発電機、燃料携行缶、 
延⾧コード 

日用品等 

毛布、タオル、割箸、使い捨て食器、ポリ袋、ホイル、ラップ、 
ウェットティッシュ、マスク、衛生用ポリ手袋（使い捨て）、 
バケツ、水モップ、デッキブラシ、雑巾、簡易ライター、 
使い捨てカイロ、下着、紙おむつ（大人用・子供用）、ちり紙、 
ボディタオル、鍋、やかん、食器類、マッチ、ローソク 

食料品、飲料品 
インスタント食品（ラーメン等）、缶詰、 
飲料水（ペットボトル）、生活用水用ポリタンク 

冷暖房機器等 大型石油ストーブ、木炭、木炭コンロ、湯たんぽ 

電気用品等 投光器、懐中電灯、乾電池、カセットコンロ、カセットボンベ 

トイレ関係等 救急ミニトイレ 

（１）品目は上記の他、甲乙協議の上、その都度指定できるものとする。 


